























　　The purpose of this study is to analyze the present situation of “Sogo-teki-na 
-gakushu-no-jikan” at primary schools and junior high schools based on comparative data 
of quantitative investigations of schools in 2004, teachers in 2005 and schools - teachers in 
2009.
　　From this survey, some important findings were drawn. First, a number of teachers 
who think “Sogo-teki-na-gakushu-no-jikan” has positive effect on pupils, teachers, parents, 
schools, local societies, Japan society increased, especially among junior high school teach-
ers. Second, the positive impact of “Sogo-teki-na-gakushu-no-jikan”　was based on the pat-
terned practice that was organized in schools.






－－－2004 年学校調査 ･2005 年教員調査と 2009 年学校 ･教員調査の比較分析結果報告－－－
10 Years of “Sogo-teki-na-gakushu-no-jikan”:
Comparative Analysis of Quantitative Investigations of Schools on 2004, 


















の実施状況とインパクトを検討していく。第 1 回の調査は学校調査を 2004 年度，教員調査を
2005 年度に実施し，第 2 回調査では学校調査及び教員調査，さらに研究開発学校など，先進的
な取り組みをしている全国の公立学校を対象とした改革先進校調査 2 ）を 2009 年度に実施した。
それらの調査データのうち，本稿においては，2004 年学校調査と 2005 年教員調査の結果と，
2009 年調査結果を比較するため， 2009 年調査は学校・教員調査のデータを使用する（表 1）。
　調査対象県は，「総合的な学習の時間」が導入される以前から，環境や生活・自然をテーマに
伝統的に総合学習などの実践が行われている県である。
　調査方法は，2004・2005 年調査と 2009 年調査ともに郵送法を用いた。教員調査については，「総



































※調査期間…2004 年調査：2004 年 5 月－ 8 月　2005 年調査：2005 年 8 月－ 10 月




　以下では，まず 2004 年と 2009 年の学校調査結果を比較し，学校組織において，「総合的な学



































































































































































　これらのことから，テーマ決定にあたって，｢ 総合的な学習の時間 ｣ を学習する主体である子
どもの意見が取り入れられなくなっており，学校組織でテーマが決められる傾向になってきてい
表 3　テーマ決定の方法


































































　次に，｢ 総合的な学習の時間 ｣ を行う教師集団の姿勢（表 5）については，小学校では変化が


















































































４．１　｢ 総合的な学習の時間 ｣ の実践
















































































































































































































































































































































































イ ン タ ー
ネットの利
用





























































































































































































あり，2005 年と 2009 年の調査結果に差異は確認されなかった。だが，それ以外の小・中学校教
師の回答を確認すると，「日本社会」，「地域社会」，「学校」，「教師」，「子ども」（中学校教師のみ），




























































































合的な学習の時間』の実践の成功と関わって－」『日本教師教育学年報』第 16 号　2007　109-118 頁②紅
林伸幸・川村光・越智康詞「公立小中学校教員による『総合的な学習の時間』の実施状況（第一次報告）
－『総合的な学習の時間』の導入と学校文化・教師文化の変容に関する調査研究（Ⅲ）－」『信州大学教
育学部紀要』第 117 号　2006　171-182 頁③川村光・紅林伸幸・越智康詞「『総合的な学習の時間』におけ
る二つの総合化と学校の変容－『総合的な学習の時間』の導入と学校文化・教師文化の変容に関する調査
研究（Ⅱ）－」『信州大学教育学部紀要』第 114 号　2005　169-180 頁④越智康詞・紅林伸幸・川村光「『総
合的な学習の時間』によって学校は変わったか－『総合的な学習の時間』の導入と学校文化・教師文化の
変容に関する調査研究（Ⅰ）－」『信州大学教育学部紀要』第 114 号　2005　157-168 頁など。
 2 ）改革先進校調査を含む調査研究については，紅林伸幸・越智康詞・川村光「『総合的な学習の時間』が
変えたもの（1）－ 10 年目の総括から見える『総合的な学習の時間』と学校組織文化のダイナミズム－」『滋
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